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平成２７年度富士見市国民健康保険特別会計 
（事業勘定）予算（概要） 

 

１ 予算概要                                               

 

(1) 予算編成概要 

平成２７年度当初予算は、前年度から引き続き被保険者数は減少傾向にあるが、一人 

当たりの医療費は増加していることから、医療費総額も増加を見込んでおります。また、

後期高齢者支援金も増加しているものの、平成２５年度の精算は交付超過となり、相殺

すると減額となった。共同事業においては、平成２７年度から全てのレセプトが対象と

なるため予算規模が約２倍に拡大した。これにより、前年度予算総額と比べ大幅な増額

予算編成となった。 

 

(2) 予算規模 

 平成２７年度国民健康保険特別会計（事業勘定）当初予算額は、１３０億４２４万７

千円となり､前年度当初予算額に比べ１５億９，４３９万５千円(13.97%)の増となってい

る。 

これは、主に共同事業費の増額が、大きな要因である。 

 

２ 歳入予算の主な特徴                                               

   

(1) 国民健康保険税 

 一人当たりの調定額は、横ばいであるが、被保険者数は、減少傾向にあるため、結果 

約４，１００万円の減少となる。しかし、平成２７年度から賦課限度額を引き上げた事 

により約４，０００万円の増加となることなどから、前年度より８３万２千円減の２４ 

億３，５４５万５千円を見込んだ。   

 

 

(2) 国庫支出金 

国庫支出金では、療養給付費等負担金について定率国庫負担の割合の３２％が交付さ 

れるが、医療費の増に伴い増額となる。また、国庫補助金の財政調整交付金は、平成２

６年度の対象事業と過去の決算の実績額等を考慮し算出した結果前年度より、１億６，

１８６万３千円増の２３億４，６７２万４千円を見込んだ。 
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(3) 療養給付費交付金 

平成２６年度末で退職者医療制度が廃止されることにより、退職被保者数が減少して 

いくことから、１億７，２０８万１千円減の２億２，７０５万９千円を見込んだ。 

 

 

(4) 前期高齢者交付金 

前期高齢者（６５歳から７４歳までの被保険者）にかかる医療費について、国民健康

保険、被用者保険間で財政調整が行われ、加入率が高い国民健康保険はこの調整金を受

け取るしくみとなっている。当年度の概算交付金額は増えているが、平成２５年度の精

算は交付超過となり、相殺すると前年度より１億９，５００万４千円減額の２９億６，

７７７万３千円を見込んだ。  

 

 

(5) 県支出金 

高額医療費共同事業及び特定健康診査事業に係る県の負担分並び県財政調整交付金で 

あり、一般被保険者の医療費等に充てられる。保険財政共同安定化事業の拠出超過が見 

込まれるが、超過分は、県調整交付金で補てんされるものの全体では、３４３万２千円 

の減で６億８０６万円を計上した。 

 

 

(6) 共同事業交付金 

高額医療費共同事業と保険財政共同安定化事業の交付金であり、保険者の財政運営の

不安定を緩和することを目的としているもので、県内の全市町村保険者を対象としてい

る。連合会の試算値を基に、前年度より１４億９，９４４万４千円増の２８億１７８万

３千円を見込んだ。平成２７年度から全てのレセプトが対象となり予算規模が約２倍と

なる。 

 

 

(7) 繰入金 

一般会計からの繰入金は、保険給付費の増及び前期高齢者交付金の減等により、法定 

外分で前年度（８億６，０３９万６千円）より２億２，７２９万７千円増の１０億８， 

７６９万３千円を、また法定内分では、保険基盤安定繰入金が、平成２７年度より保険 

者への財政支援分の拡充（７割・５割・２割）が見込まれることから、前年度（３億７ 

７５５万３千円）より８，０４０万７千円増の、４億５，７９６万円となり、合計で前

年度（１２億３，７９４万９千円）より３億７７０万４千円増、総合計で１５億４，５

６５万５千円を見込んだ。 
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３  歳出予算の主な特徴                                               

 

(1) 総務費 

マイナンバーの導入に伴うシステム修正委託を新規で予算計上することによる増額等

で、前年度と比較して２１．９９％増の６，８２７万７千円で見込んだ。 

 

(2) 保険給付費 

前年度から引き続き被保険者数は減少傾向にあるが、一人当たりの医療費は増加して

いることから、医療費総額は増額傾向となっている。平成２７年度においても同様の傾

向が継続すると予測され、１億９，３４８万７千円増の７５億７，３８２万２千円を見

込んだ。   

 

(3) 後期高齢者支援金等 

後期高齢者医療制度への保険者の支援金は、年々増加傾向にあるが、平成２５年度 

の精算は交付超過となり、相殺すると前年度と比較して、２．２０％減の１５億９，２

９０万８千円を見込んだ。  

 

(4) 介護納付金 

４０歳から６５歳未満の２号被保険者分として社会保険診療報酬支払基金へ支出す 

るもので、平成２５年度の精算は交付超過となり、相殺すると前年度と比較して、８．

８０％減の５億８，９４８万２千円を見込んだ。  

    

(5) 共同事業拠出金 

高額医療費共同事業、保険財政共同安定化事業に要する費用に充てるため、国民健 

康保険団体連合会へ納付する拠出金(県内全ての市町村国保保険者が埼玉県国民健康保 

険団体連合会に拠出する)。平成２７年度から全てのレセプトが対象となり予算規模が 

約２倍に拡大、前年度より１４億６，５３２万９千円増の２９億６，１３３万８千円 

を見込んだ。  

 

(6) 保健事業費 

  特定健康診査、特定保健指導及び人間ドック等に係る費用。平成２７年度においては、

新規事業として生活習慣病重症化予防事業負担金を予算計上したことにより、前年度と

比較して１１．２１％増の１億６，０７４万６千円で見込んだ。 


